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出席者は、記録者が○を付ける。出席出来なかったスタッフは、記録を読んでから欄に捺印する

事。

＜連絡事項＞

· 三上Ｄｒ本日体調不良の為、お休みとなります。

· 東主任が11/18から11/21まで、私用の為お休みとなります。また阿部副主任もお休みをしている為、緊急を要する書類等は、そのままにせず、他の病棟主任へ報告し処理して下さい。

また、面会の書類は今まで通り処理して下さい。

＜隔離室使用患者様について＞

· 畑中　成夫様～昨日は退室時、名前書き、ぬりえをして頂いていますが、集中し行なう事出

来ています。入室する際、部屋出口へ突進する事あり、制止しています。「イタズラしてみたかった。悪い事をしたから彼には会えない」と反省の言葉を述べられています。本日、入浴の際、体重計に乗って頂きますが、自力で立位が保持出来ず、スタッフへに支えられ立たれています。また、ふらつきも強く見られます。衝動行為は見られません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　CP菅野より…単純な色塗りは侵襲性が少なく適していると思われます。

　　　　　　　　衝動行為はありましたが、振り返りをして頂き、反省の弁を述べられています。

　　　　　　　　また退室時は、残存能力の維持の為にも、名前書きや、色塗り等をして頂く

　　　　　　　　ようにしましょう。今後も引き続き、対話時間を増やし現実に目を向けれる介入をしていきましょう。

· 野沢　英貴様～迷惑行為（放尿、トイレの水流し、盗食）頻回で自制ができない。睡眠不安　　　　

定もあり、夜間の睡眠の確保と精神状態の沈静化を図る目的で11/15より夜間の時間隔離を開始します。以降、夜間は途中覚醒無く休む事出来ています。

　　　　　　　　今朝、顔面の浮腫が見られます。また、表情もボンヤリしており「眠い」と話されています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　日中の迷惑行為や、夜間の睡眠の観察に合わせ、浮腫の有無等、身体面の観察も引き続きしていきましょう。

＜要注目患者様について＞

· 和田　昌様～11/15リントン(3)2T、バレリン2T増薬となっていますが多弁さ、他患者様への

　　　　　　　過度的な干渉、気分の変動が続いています。また、他患者様からのクレームも

　　　　　　　聞かれます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

病状に左右され、威圧的な態度や、怒り口調での話し掛けをしていますが、対応するスタッフは、その事を頭に入れ、巻き込まれない様、十分注意して下さい。

＜身体抑制法についての勉強会＞

　（１）基本的な考え方 
	身体的拘束とは、

	(1)
	　指定医が必要と認める場合でなければ行うことができない行動の制限である。

	(2)
	　衣類又は綿入り帯等を使用して、一時的に当該患者の身体を拘束し、その運動を抑制する行動の制限をいう。

	(3)
	　制限の程度が強く、また、二次的な身体的障害を生ぜしめる可能性もあるため、代替方法が見出されるまでの間のやむを得ない処置として行われる行動の制限である。

	(4)
	　できる限り早期に他の方法に切り替えるよう努めなければならない。

	(5)
	　当該患者の生命を保護すること及び重大な身体損傷を防ぐことに重点を置いた指定医の判断に基づく行動の制限である。

	(6)
	　決して制裁や懲罰あるいは見せしめのために行われるようなことはあってはならない。

	(7)
	　身体的拘束を行う場合は、身体的拘束を行う目的のために特別に配慮して作られた衣類又は綿入り帯等を使用するものとし、手錠等の刑具類や他の目的に使用される紐、縄その他の物は使用してはならない。


	


（法第36条第2項、昭和63年厚生省告示第129号、第130号） 


　（２）身体的拘束の対象となる患者
　身体的拘束の対象となる患者は、主として次のような場合に該当すると認められる場合であり、身体的拘束以外によい代替方法がない場合において、やむを得ず行われるものであること。 

	(1)
	　自殺企図又は自傷行為が著しく切迫している場合

	(2)
	　多動又は不穏が顕著である場合

	(3)
	　(1)又は(2)のほか精神障害のために、そのまま放置すれば患者の生命にまで危険が及ぶおそれがある場合


	


（昭和63年厚生省告示第130号） 


　（３）遵守事項
　身体的拘束を行うにあたっては、以下の事項を遵守すること。 

	(1)
	　当該患者に対して身体的拘束を行う理由を知らせ（別紙様式(2)）、その旨を診療録に記載する。

	(2)
	　指定医は、次の事項を必ず診療録に記載する。

	　
	ア　指定医の氏名
イ　身体的拘束を行った旨
ウ　身体的拘束を行う理由・症状
エ　身体的拘束を開始した年月日時刻及び解除した年月日時刻

	(3)
	　身体的拘束を行っている間においては、原則として常時の臨床的観察を行い、適切な医療及び保護を確保しなければならない。

	(4)
	　身体的拘束が漫然と行われることがないように、医師は頻回に診察を行い、必ず所見を署名のうえ診療録に記載する。


	


（法第19条の4の2、規則第4条の2第5号、昭和63年厚生省告示第130号） 

　  行動制限（隔離、身体的拘束）の具体的運用

	　隔離、身体的拘束による行動の制限は、行わないことが重要であり、また、制限を行わないよう患者の症状に応じて、

	(1)
	　ベットからの転落防止については、ベットの高さの調整、マットや畳を使用する

	(2)
	　症状の不安定な患者については、きめ細やかな観察を行うなど十分なコミニュケーションを取る

	(3)
	　点滴等の抜去防止については、カテーテル・チューブ等の挿入部位等を工夫する

	などの対応を取ることが必要である。

	　特に、行動の制限が必要と思われる症状の不安定な患者については、行動の制限の回避方法等について、医療スタッフ間で検討することも必要である。


	



　（１）指　　示 

	　行動制限を行う際は、指定医が診察のうえ指示を行い、行動制限の内容､行動制限を行う理由・症状、開始した年月日時刻、指定医の氏名を必ず診療録に記載する。


（法第19条の4の2、規則第4条の2第5号、昭和63年厚生省告示第129号、第130号） 


　（２）隔離、身体的拘束中の患者に対する診察 

	(1)
	　主治医は、１日に１回以上、行動制限を行っている患者を診察し、その所見及び行動制限継続の要否を診療録に記載する。

	(2)
	　当直医は、隔離、身体的拘束中の患者の状況を把握するとともに、１日に１回以上、行動制限を行っている患者を診察する。また、その所見などについて診療録に記載する。


	



　（３）解　　除 

	　主治医又は当直医は、行動制限を行う必要がないと判断した場合には、速やかに行動制限を解除し、解除した行動制限の内容、年月日時刻を診療録に記載する。



　（４）行動の制限継続の要否を判定するための観察 

	(1)
	　指定医は、隔離、身体的拘束が１回の指示で１週間を超えないよう適時診察し、指示を出す。

	(2)
	　行動制限開始時に比べ症状は改善されてきたが、いまだ不安定であり､行動制限を解除することが困難と判断される患者で、一定の時間、行動制限を解除して症状を観察（以下「開放観察」という。）する場合には、

	　
	ア
	　指示を行うにあたっては、開放観察を伴う行動制限について、患者にその旨を知らせるとともに、開放観察を伴う行動制限の具体的な内容、理由・症状、年月日時刻、指定医の氏名を必ず診療録に記載する。

	　
	イ
	　主治医が指定医でない場合においては、指定医が１週間に１回以上、開放観察の状況について診察し、その所見及び行動制限継続の要否を署名のうえ必ず診療録に記載する。

	　
	ウ
	　主治医又は指定医は開放観察により、行動制限を行う必要がないと判断した場合には、速やかに行動制限を解除し、解除した旨、年月日時刻及び氏名を診療録に必ず記載する。


	



　（５）急変時の対応 

	(1)
	　急変時には、看護師は、速やかに主治医（夜間等においては当直医）へ連絡し指示を仰ぐ。また、主治医及び当直医が指定医でない場合には、主治医及び当直医は指定医に連絡し、その指示を仰ぐ。

	(2)
	　夜間等、指定医に連絡がつかない場合は、主治医、精神科医長、副院長、院長等に連絡し、その指示を仰ぐ。

	　
	※　主治医は、勤務時間外であっても、すべて当直医任せとすべきではなく、いかなる場合にも連絡がとれるようにしておく必要がある。


	



　（６）隔離における個別事例
　指定医でない医師（以下「非指定医」という。）の指示による１２時間以内の隔離については、以下の点に留意すること。 

	(1)
	　１２時間を超えない隔離を行うにあたっては、診察のうえ指示を行い「１２時間以内の隔離」、その理由・症状、年月日時刻、医師の氏名を必ず診療録に記載する。

	(2)
	　非指定医は、１２時間以内の隔離を解除する場合には、隔離を解除した旨、年月日時刻、氏名を必ず診療録に記載する。

	(3)
	　１２時間を超えて引き続き隔離を継続する必要があると判断した場合には、隔離開始から１２時間以内に、指定医へ連絡し、指定医の診察を求める。

	(4)
	　連絡を受けた指定医は改めて診察を行い、隔離の必要があると判断した場合においては、隔離を行う旨、その理由・症状、年月日時刻、指定医の氏名を必ず診療録に記載する。


	



　（７）看護部門の対応
　患者の症状や状態等により指定医の診察の結果、隔離、身体的拘束を行う場合においては、以下の点に留意すること。 

	(1)
	　行動の制限を行う旨を患者へ説明し、常に患者の人権の尊重、配慮に努める。

	(2)
	　隔離を行う部屋は、清潔、整頓、安全な環境であるか確認を行う。

	(3)
	　身体的拘束を行う場合の拘束部位については、指定医の指示に基づき、安全な部位を確認のうえ行う。

	(4)
	　行動制限を行った場合においては、行動制限の内容、行動制限を行う理由・症状、開始した年月日時刻、行動制限を行った指定医の氏名を必ず看護記録に記載する。

	(5)
	　行動制限を行っている間は、患者の症状、状態に応じて、頻回に観察を行い、患者の状態の変化に留意し、必要な看護を実施することが必要であり、特に、身体的拘束を行っている患者の拘束部位等は綿密に観察する。
　また、看護記録に観察を行った時間、患者の状態を記載する。


	


隔離、身体的拘束の状況等の院内確認体制

　（１）隔離、身体的拘束状況表の作成 

	　病棟単位に隔離、身体的拘束を行っている患者の状況表を日報として作成する。



　（２）作成責任者 

	　病棟師長（病棟師長は、その事務処理を、当該病棟の任意の看護師に委任できる。）



　（３）日報の作成（様式例別表１） 

	　次の事項を必須とする。

	(1)
	　隔離、身体的拘束を行った患者数

	(2)
	　(1)の内訳として、患者の氏名、入院形態、隔離・身体的拘束を開始した時間、終了時間及び症状

	(3)
	　その他必要と思われる事項


	



　（４）日報の報告時期及び確認 

	　日報については、翌朝に看護部長（総看護師長）、精神科医長、院長に報告する。また、少なくとも月に１回は、その状況に基づき、副院長等を委員長とする委員会等を設け、症例検討を行い、行動制限の必要性及び精神保健福祉法に基づく手続きが適正に実施されているかを確認する。



　（５）入院患者の事故等の発生にかかる報告及び対応
　事故等が発生した場合においては、保護者等の近親者、主治医（夜間等においては当直医）、施設幹部まで速やかに連絡するとともに、特に以下の点について留意すること。 

	(1)
	　死亡事故等については、保健所を通じ、都道府県等へ速やかに報告する。

	(2)
	　自殺及び原因が不明な死亡事故等については、必ず警察へ連絡する。

	(3)
	　重大な事故等については、地方医務（支）局を通じ、速やかに本省へ報告する。

	(4)
	　死因等が不明な死亡事故については、必要に応じて家族の承諾の基に病理解剖を実施するとともに、複数の医師により死亡原因等の検討を行う。


	


※今回、抑制帯を使用し実践しています。












